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1 導入 

 

 日本は近代化の 1800 年代後半以降、絶え間のない廃棄物処理の問題に直面してき

た。近代化当時は公衆衛生の向上、戦後は経済発展に伴う人口増加に対するごみ処理

への対応、また、高度経済成長期からバブル景気時にかけては、最終処分場不足の問

題から、循環型社会の構築にその労力を費やさなければならなかった。 

 特に日本の首都であり、人口最多の都市である東京都においては、その問題は現在に

おいても顕著に表れている。東京都のごみ最終処分場である新海面処分場は、1998 年

に A ブロック(20ha)の埋め立てが開始され、2003 年に埋め立てが完了した。また、

その同じ年から B ブロック(72ha)の埋め立てが開始され、現在も中央防波堤外側埋め

立て処分場と共に埋め立て作業が行われている。 

 このままのペースで埋め立てが続けられると、中央防波堤外側埋め立て処分場は 5

年後の 2021 年に、新海面処分場は 62 年後の 2068 年に残余埋立量が底を尽きてしま

うことになる。また、東京港湾にはこれ以上処分場を設置することができる水面がな

いというのが現状である。また、表 1 には東京都最終処分場の断面図とその内訳を、

表 2 には処分場の変遷を表してある。 

 

表 1.処分場断面図〈出典：東京都廃棄物埋立処分場より筆者作成〉 
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表 2.処分場の変遷〈出典：東京都廃棄物埋立処分場より筆者作成〉 

 

2 問題意識 

 

 そこで、本論文においては、東京都のごみの排出量を抑えるための施策として、「家

庭ごみの有料化」に焦点を当てたいと思う。理由としては以下の三点が挙げられる。 

 

① ごみ（一般廃棄物）は家庭ごみ（家庭系一般廃棄物）、事業ごみ（事業系一般廃棄

物の二種類に大別することができ、その排出量の比率は東京都において 7:3 であ

る。 

② 東京都の家庭ごみ有料化率は全国的に見て低い。特に東京特別 23 区においては家  

庭ごみの有料化を行っている自治体は一つもない。 

③ 事業ごみは東京都（東京都に限らず全国の大多数であるが）のほとんどの自治体

で 有料化済みである。 

 

 また、実際に、東京 23 区のごみ処理を管轄している東京二十三区清掃一部事務

組合に「家庭ごみの有料化について検討を行っているか」という旨の問い合わせ

を行ったところ、有料化は最終手段であり、必要と判断したならば有料化を行う

という検討を過去に行ったことがある、という回答が得られた。その他、23 区そ

れぞれにも同様の問い合わせを行った。結果、回答が返ってきた 14 区（足立区、

板橋区、江戸川区、大田区、葛飾区、品川区、墨田区、世田谷区、中央区、千代

田区、中野区、練馬区、文京区、目黒区）は、大田区を除くすべての区が「検討

をしている」、「効果的である」、「導入すべき」、「将来的に実施する可能性がある」、

「最終手段として認識している」等、家庭ごみの有料化に関して前向きな回答を

行った。 

 

 これから、本当に家庭ごみの有料化は効果があるのかについて検討を行ってゆ

く。 
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3 現状分析 

 

 まず初めに、有料化はなぜ一般的に効果があると考えられているのかを分析する。 

 

3.1 有料化の基本情報 

 

3.1.1 ごみ処理有料化とは 

 

 環境省（2013）『一般廃棄物処理有料化の手引き』において、有料化は、

「市町村が一般廃棄物処理についての手数料を徴収する行為」と定義されて

いる。本論文においては、それに区を加え、「市区町村が一般廃棄物処理に

ついての手数料を徴収する行為」と定義することにする。 

 

3.1.2 有料化の目的・有料化実施に伴う弊害 

 

有料化の目的≪環境省（2013）『一般廃棄物処理有料化の手引き』

より以下引用≫ 

（１）ごみの排出抑制や再生利用の推進 

（２）公平性の確保 

（３）住民や事業者の意識改革 

（４）その他の効果 

 

（１）ごみの排出抑制や再生利用の推進 

 一般廃棄物処理を有料化することにより、費用負担を軽減しようとするイ

ンセンティブ（動機付け）が生まれ、一般廃棄物の排出量の抑制が期待でき

る。 

 廃棄物の排出量の大小は、焼却施設や最終処分場など処理施設の規模や整

備時期に大きな影響を与えるものであり、排出量を抑制することができれば、

整備が必要となる施設の規模は小さく抑えられ、最終処分場の延命化を図る

ことも可能となる。また、焼却処分量の削減は、温室効果ガスの排出抑制に

も寄与する。 

 なお、可燃ごみや不燃ごみと比較して、資源ごみの手数料を低額水準また

は無料とし、手数料の料金水準に差を設けることで、分別の促進及び資源回

収量の増加が期待される。 

 

（２）公平性の確保 

 税収のみを財源として実施する一般廃棄物処理事業は、排出量の多い住民

と少ない住民とでサービスに応じた費用負担に明確に差がつかない。また、

住民登録地と実際の居住地が異なる等の理由により、納税していない市町村

の一般廃棄物処理サービスを受けるという不公平も懸念される。排出量に応
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じて手数料を徴収する有料化を導入することで、より費用負担の公平性が確

保できる。 

 また、小規模事業者や少量排出の事業者の場合には、家庭系廃棄物と同様

に収集し、処理費用を徴収していない自治体もあるが、一般家庭から手数料

を徴収する際には、公平性の観点から同時にこれらの事業者からも手数料を

徴収する必要がある。 

 

（３）住民や事業者の意識改革 

 一般廃棄物の排出に手数料を設定していない場合には、廃棄物の排出と費

用負担の時期、及び排出量と負担額が一致していないために、排出抑制の経

済的インセンティブ（動機付け）が弱い。 

 有料化の導入によって一般廃棄物の排出機会や排出量に応じて費用負担

が発生することになり、また市町村が住民や事業者に対する一般廃棄物処理

費用等に関する説明の必要性も増大するため、住民や事業者が処理費用を意

識し、廃棄物排出に係る意識改革につながることが期待される。その結果、

最終的には、住民にあっては、簡易包装製品や詰替製品など廃棄物の発生が

少ない商品の選択や不用・不急の商品購入の抑制、製品の再使用の促進、事

業者にあっては、分別の徹底、再利用の促進などによる発生抑制効果が期待

される。 

 

（４）その他の効果 

 一般廃棄物の排出抑制や再生利用の促進により焼却処理量や最終処分量

が減量されることで、環境負荷及び収集運搬費用や処理費用の低減が期待さ

れる。また、手数料収入を分別収集及びリサイクルの実施に係る費用や集団

回収への助成など、廃棄物関連施策の財源に充てることで、循環型社会の構

築に向けた一般廃棄物に係る施策の充実が期待できる。 

 

 

有料化に伴う弊害≪「ごみ減量ネットワークより」一部引用≫ 

（１）不法投棄や野焼き、公共のごみ箱への家庭ごみの持ち込みの増加 

（２）税金の二重取り問題 

（３）ごみ質に関して公平でない 

 

（１）不法投棄や野焼き、公共のごみ箱への家庭ごみの持ち込みの増加 

 ごみの処理は料金を支払って引き取ってもらう、いわゆる「負の財」であ

り。「負の財」は、出す量が少ないほど得をする（支払う料金が少なくて済

む）ため、必然的に不法投棄を誘発する。また、その問題は大都市部になれ

ばさらに顕著になる。また、野焼きの増加による環境への弊害や、コンビニ

などの公共の場のごみ箱への家庭ごみの持ち込みが増加することによって

公共の場への悪影響となる。 
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（２）税金の二重取り問題 

 家庭ごみの収集・処理・運搬は税負担で行われている。そのため、有料化

によってさらにごみ処理手数料を徴収することは税金の二重取りになる。 

 

（３）ごみ質に関して公平ではない 

 値段に関して、家庭ごみの中身の内訳は考慮されない。 

 

3.1.3 有料化制度について 

 

 ごみ有料化の方法は定額制、従量制の 2 種類に大きく分けることができ

る。以下はその説明である。 

 

① 定額制…排出量に関係なく一人当たりや世帯当たり等の手数料額が一

定の制度。 

② 従量制…ごみの排出量に応じて手数料額が異なる制度。 

 

 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課による『一般

廃棄物処理有料化の手引き』（2013）によると、現在はいくつかある従

量制の種類の中の、排出量単純比例型（排出量に応じて、排出者が手数

料を負担する方式で、単位ごみ量当たりの料金水準は、排出量にかかわ

らず一定）の料金体系が有料化方法全体の約 9 割を占める。また、現在

ではごみの有料化というと、一般的にはこの単純従量制（排出量単純比

例型従量制）のことを指す。 
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3.2 ごみの排出量についての基本情報 

 

 

表 3．全国のごみ総排出量〈出典：一般廃棄物処理実態調査におけるごみ処理状況等の集

計結果より筆者作成〉 

 

 

表 4．全国のごみ総排出量と名目 GDP の推移〈出典：一般廃棄物処理実態調査における

ごみ処理状況等の集計結果より筆者作成〉 

 

表 3、表 4 より、日本のごみ排出量は平成 12 年をピークに徐々に減少してい

ることが分かる。一見ごみ排出量の減少に対する働きかけが成功しているよう

に見えるが、ごみ量は景気動向に左右されることがうかがえるため、一概にそ

うとは言い切れないことが分かる。 

 

  

平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年

全国 53,605,586 53,698,306 54,834,023 54,681,011 54,198,537 54,270,523

平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年

全国 53,376,262 52,719,809 52,023,812 50,816,391 48,106,447 46,252,373

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

全国 45,359,048 45,430,324 45,234,116 44,874,119 44,316,662
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3.3 家庭ごみの他の自治体での有料化実施例 

 

 『ごみ処理の有料化に関する調査報告』：石川誠（2006）では、有料化を実施

した自治体のごみ排出量の変化を以下の 4 パターンに分け、それぞれの原因を

考察している。 

 

① 減量成功パターン…減量化に成功したパターン 

② リバウンドパターン…一時的に減量したが、その後増加に転じて元に戻るパ    

ターン 

③ 変化なしパターン…減量も増加もしないパターン 

④ 増加パターン…増加したパターン 

 

①減量成功パターンの原因 

有料化したことによる経済的負担のほかに、資源ごみの回収の実施、自治体

によるごみ収集の立ち番の実施等、有料化以外の取組を同時に行っている。  

 

②リバウンドパターンの原因 

有料化の導入による住民への経済的負担と市民のゴミ減量に対する意識の

高まりにより導入直後はごみ排出量が減少するが、時間の経過とともに住民

が経済的負担に慣れ、ごみ減量への意識も薄れてしまう。   

 

③変化なしパターンの原因 

有料化制度の導入が住民の十分な同意を得られずに行われている等、有料化

の方法がふさわしくない。 

 

④増加パターンの原因  

有料化制度がうまく機能していない。 

 

 石川(2006)「ごみ処理の有料化に関する調査報告」によれば、①の結果が

得られた自治体の比率は低く、また有料化を行うことで一人一日当たりのご

みの量は減少するがその減量効果が長期間持続することなく導入後 2,3 年

で排出量が増加する、いわゆるリバウンド現象が起こる自治体が多いことが

指摘されている。 

 また、（社）全国都市清掃会議(2003)による調査においても、家庭系ごみ

の有料化実施自治体 533 のうち、「減量効果があった」と同答した自治体が

35%、「減量効果がみられない」と回答した自治体が 13％、「減量効果は一

時的」と回答した自治体が 49％であったことが報告されている。  
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表 5．家庭ごみ有料化の減量効果について〈出典：（社）全国都市清掃会議（2003）家庭

系ごみの有料化実施自治体への聞き取り調査より筆者作成〉 

 

以上より、有料化は実施することで一時的にごみの排出量を減らすことはで

きるため、効果があると考えられているが、その減量効果を持続させることは

難しいと言うことができる。 

 

4 考察 

 

4.1 東京都の現状 

 

 現在、東京都においての有料化実施率は 41.9%となっているが、これは全国

平均の 63.1%に比べれば低い値である。また、これに人口を考慮すると総人口

13,415,349人に対して有料化が行われた自治体に居住する人口は 3,735,764人、

つまり有料化人口比率は実に 27.8%しかない。これも全国平均の 56.5%に比べ

てとても低い数値である（表 6、表 7）。 
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その他

３５％

１３％

４９％
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表 6．有料化の市区町村比率〈出典：山谷（2016）全市区町村の有料化実施状況より筆者

作成〉 

 

 

表 7．有料化人口比率〈出典：山谷（2016）全市区町村の有料化実施状況より筆者作成〉 

 

この理由として考えられるのは、特別区が一切有料化を実施していないということである。 
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表 8．東京都の有料化実施状況（2016 年 7 月）〈出典：山谷（2016）全市区町村の有料化

実施状況より筆者作成〉 

 

表 6は 2016年現在の東京都の有料化実施状況である。問題意識で述べた通り、

特別区が有料化を導入しないのは、まだ十分な議論や検討がなされていないた

めである。 

 

4.2 東京都の有料化政策は効果があるのか 

 

 ここで問題にしたいのは、東京都においてはごみ収集の有料化に効果がある

のかどうかということだ。現状分析で述べたように、多くの場合有料化政策に

は一時的な効果しかない。しかし、少なくとも問い合わせに対する回答があっ

た殆どすべての特別区は有料化政策にはごみの削減に対して一定の効果がある

ものと認識している。 

 そこで真偽を確認するための参考として、多摩地区（東京都の区以外の地域）

の平成十年から二十六年までの各市の一人一日当たりの家庭ごみ排出量の変遷

を表 9 に表した。（但し、平成 16 年以前の「ごみ総排出量」は、廃棄物処理法

に基づく「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画

的な推進を図るための基本的な方針」における、「一般廃棄物の排出量（計画収

集量＋直接搬入量＋資源ごみの集団回収量）」と同様とした。） 

 なお、有料化が実施されている自治体には薄く着色したことに加え、有料化

がはじめられた年には濃く着色した。 
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  H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

合 計 729 754 755 945 925 913 890 881 867 839 805 781 771 761 727 719 701 

23 区全体 658 703 705 999 974 957 935 924 910 873 834 809 797 787 745 734 713 

八王子市 852 837 843 833 815 829 777 710 714 713 695 667 678 695 673 669 671 

立 川 市 868 857 838 821 832 825 797 796 795 756 719 696 704 698 684 680 619 

武蔵野市 717 721 710 708 874 868 834 847 848 824 798 772 774 761 746 741 722 

三 鷹 市 894 894 874 846 831 810 789 796 795 733 701 675 662 660 651 652 637 

青 梅 市 929 790 826 836 841 842 824 814 817 794 788 767 757 753 747 741 734 

府 中 市 908 894 900 877 862 854 829 827 801 761 734 716 628 641 631 625 613 

昭 島 市 876 863 830 866 758 765 761 770 763 793 1038 710 886 706 690 679 663 

調 布 市 894 888 878 858 853 850 797 805 801 766 742 722 704 697 685 683 675 

町 田 市 919 854 914 891 894 888 870 864 777 752 735 717 702 704 681 681 670 

小金井市 758 757 775 768 807 790 777 774 731 698 672 658 649 642 623 625 619 

小 平 市 865 870 830 798 796 796 781 795 801 777 679 728 734 733 709 703 690 

日 野 市 1009 987 914 737 742 736 703 709 702 714 699 654 647 643 623 632 634 

東村山市 856 914 862 764 716 653 744 722 715 728 704 680 671 669 650 650 642 

国分寺市 859 841 846 806 783 779 790 809 792 771 749 731 731 726 708 666 644 

国 立 市 862 845 843 836 839 841 810 812 807 778 764 748 733 733 718 724 709 

福 生 市 1001 951 951 972 885 901 895 894 876 858 837 809 795 792 753 744 723 

狛 江 市 893 887 885 872 868 868 854 832 778 767 747 727 708 701 685 680 660 

東大和市 851 830 840 852 839 837 825 842 833 892 857 805 799 760 680 691 653 

清 瀬 市 822 812 838 792 763 761 714 738 726 792 751 730 725 668 654 707 632 

東久留米市 846 819 849 861 854 769 766 773 769 880 842 796 751 706 689 687 670 

武蔵村山市 831 824 686 864 863 883 863 863 854 800 768 746 755 740 746 732 718 

多 摩 市 944 927 883 807 800 809 790 798 791 797 720 716 719 720 692 684 672 

稲 城 市 807 815 823 821 779 774 750 743 753 736 721 702 692 690 677 658 649 

羽 村 市 905 931 908 927 905 860 863 872 859 823 806 775 759 769 752 751 738 

あきる野市 902 900 936 951 936 963 824 834 837 749 793 758 753 748 736 737 743 

西東京市 - - 893 780 770 759 745 744 734 707 705 737 726 718 710 723 714 

表 9．東京都の一人一日当たりの家庭ごみ排出量（単位：ｇ）〈出典：一般廃棄物処理実態

調査におけるごみ処理状況等の集計結果より筆者作成〉 
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4.3 有料化を実施した自治体と未実施の自治体の比較 

 

 平成 16 年 10 月に同時に有料化政策を実施した三市（八王子、武蔵野、稲城）

と現在に至るまで有料化を実施していない四市（小平、国立、東久留米、武蔵

村山）の一人一日当たりの家庭ごみを比較する。 

 

表 10．有料化を実施している市とそうでない市の比較〈出典：一般廃棄物処理実態調査に

おけるごみ処理状況等の集計結果より筆者作成〉 

 

表 10 は、左のグラフが有料化を実施している三市の推移、右のグラフがそう

でない市の推移を表している。これらを見ると、長期にわたってみるとごみの

減量率はそれほど変わらないように思われる。八王子市は、有料化を実施した

翌年に数値が大きく下がっているが、その後の減少率は下がり続けている。こ

れは典型的なリバウンドの例といえる。また、具体的な各市の平成 16 年から平

成 26 年までの減少比率は以下のとおりである。 

 

八王子市 武蔵野市 稲城市 小平市 国立市 東久留米市 武蔵村山市 

86% 86% 87% 88% 88% 87% 83% 

表 11．七市の平成 16 年から平成 26 年までの減少比率〈出典：一般廃棄物処理実態調査

におけるごみ処理状況等の集計結果より筆者作成〉 
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表 11 の左の三市が平成 16 年 10 月に有料化を導入した自治体である。この表

を見ればわかるように、少なくともこの七市での比較においては、有料化政策

にごみ削減の効果がないことが分かる。 

 また、その他の有料化実施から十年以上が経過している九市（青梅市、昭島

市、調布市、日野市、東村山市、副生市、清瀬市、羽生氏、あきる野市）でも

同様の検証を行った結果、日野市以外は排出量の減少比率に未実施の四市との

間で差異は見られなかった。 

 

4.4 成功例‐日野市‐ 

 

 日野市は一見有料化を実施した平成 12 年以降、その数値を大きく減らしてい

るが、これは元々日野市の不燃ごみ排出量が多摩地区の中でワースト一位であ

ったなど、排出状況が他の市に比べて劣悪であったため、ごみ減量の余地が大

いに残されていたためである。日野市が具体的に行ったことは、有料化以外に

ごみの収集方式の変更が挙げられ、日野市のごみ改革として有名である。 

 日野市は元々ダストボックス方式のごみ収集を採用していた。ダストボック

ス方式とは 24時間ごみの回収を受け付けているダストボックス設置する収集方

法である。この方式は住民にとっては便利であるものの、誰がごみを出したか

の責任が不明瞭になり家庭においてごみの量を減らすインセンティブに欠ける

ため、平成 22 年に東京都府中市での廃止を最後にこの方式は日本から姿を消し

た。 

 そして新たに導入された方式が戸別収集方式である。戸別収集方式とはごみ

を集積所へ出すのではなく、各家庭の玄関先や、集合住宅の前等、建物ごとに

出して、清掃職員が一軒ずつ収集していく方式だ。日野市においては各家庭の

敷地内にごみを出しておく方法を採用している。これにより、排出者責任が明

確になり分別が徹底され、リサイクルによるごみの減量効果が表れた。 

 加えて日野市では、ごみ改革を実行に移す前に慎重に市民との間で合意を形

成している。具体的に言えば、平成 11 年 5 月から平成 12 年 9 月までの 16 カ月

間、延べ 600 回以上の説明会を実施している。更に同じく平成 11 年 5 月からご

み情報誌「エコー」を年三回のペースで全戸配布している。 

 このように日野市ではごみ減量の余地が大きく残されていたこと、そして市

民との間で長期間にわたり合意形成をしてきたことが、成功の要因であり、必

ずしも有料化だけに大きな効果があったとは断言できない。 
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5 まとめ 

 

 まず前提として、東京都のごみ最終処分場である新海面処分場があと約 60 年しか

維持できないという事実がある。そこで、一般的にごみの排出量を抑えるための施策

として考えられるごみ収集の有料化に焦点をあてた。その中でも、既に全国の殆どの

自治体で有料化がなされている事業ごみは除外した。つまり、東京都における家庭ご

みの有料化政策のみの是非を検討している。とはいえ、実は特別区においては有料化

政策が一切実施されていない。この理由を、各特別区に問い合わせた結果、有料化の

有効性を認めてはいるものの、市民の負担が増大してしまうので最終手段として認識

しているとの回答が得られた。 

 そこで、なぜ一般的に有料化政策には効果があると考えられているのか分析を行っ

た。そもそも全国のごみの総排出量はバブル崩壊以来減少しつつある。これは一見ご

み排出量の減少に対する働きかけが成功しているように見えるが、ごみの排出量と景

気動向には密接な関わりがあることがわかっているため、一概にそうとも言い切れな

い部分がある。また、有料化を行うことで一時的にはごみの減量効果が見られるもの

の、2,3 年後には排出量がまた増加に転じる場合が多く見られる。しかし一時的には

排出量が減少する場合がほとんどなのは確かなので、このことが有料化は一般的には

有効であると思われている理由だと思われる。 

 そして、実際に東京都全域が有料化を実施したと仮定した場合に、本当に効果があ

るのかどうかを考察した。まず初めに、平成十六年十月に同時に有料化政策を実施し

た八王子市、武蔵野市、稲城市の実施年から最新の平成二十六年までの実際の一人一

日当たりの家庭ごみ排出量の減少率を算出した。次に、多摩地区の市の中で有料化を

行っていない四市の同じ期間の減少比率を算出して、両者を比較した。その結果得ら

れた結論は、少なくともこの七市の間では有料化政策には効果がないというものであ

った。 また、その他の有料化実施から十年以上が経過している九市でも同様の検証

を行った結果、日野市以外は排出量の減少比率に未実施の市との間で差異は見られな

かった。 

 また、表 9 の数値からは日野市が有料化政策によって排出量を大きく減らしている

ように見えるため、その詳細を追った。平成十二年以後、日野市が排出量を大きく減

らしているのは、収集方式が戸別収集方式に変更される前はダストボックス方式であ

ったため減量の余地が残されていたことと、市民との長期間にわたる合意形成があっ

たからである。つまり、一概に有料化が有効であったと断言することはできない。 

 

6 提言 

 

 以上から、家庭ごみ収集の有料化政策には大きな効果も、持続的な効果も期待する

ことができない。導入してしまうことで不法投棄の増加は避けられず、依然として問

題を残してしまうという形となってしまう。特別区が家庭ごみの有料化を最終手段と

して認識するのは早計である。 
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